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3 神田の生年月日の元号表記をこれまでの研究は｢天保元年 9 月 15 日｣としてきた．これ
は彼の生存中に公表された｢神田孝平傳｣(『東京学士会院雑誌』第 12 編 4 号：明治 23
〈1890〉年)，および彼の死後に公表された神田乃武(1910)の記述に従ったものであると考





ころが，文政から天保への改元は 12 月 10 日におこなわれており，彼が誕生した時点で
は改元はおこなわれていない．そのため，本稿では神田の生年の元号を｢文政 13 年｣と表
記する．神田が自らの生年を｢天保｣としたのは，慶應 4 年 1 月 1 日より明治元年とする
とした明治への改元の影響(｢明治元年第 726 号(行政官布告)｣)，および大正時代以前の史料
は改元を詔勅が発せられた日ではなく，1 月 1 日におこなわれたとみなす慣例があるから
だと考えられる．なお，日本における改元の慣例については神田茂(1970)を参照のこと． 


























                                                  
7 ｢神田家系図｣によれば，神田の父の通称は貢で，宗方もまたこの通称を継承している． 










10 なお，神田乃武(1910)によれば，神田は嘉永 6(1853)年春より松崎慊堂(明和 8〈1771〉
年‐天保 15〈1844〉年)に入門して｢漢籍｣を学んだ(神田乃武 1910，4)とあるが，松崎は
すでに没しているためにこの記述は誤りである． 













洋文，洋書の翻訳に従事している14．慶応 3(1867)年 12 月には幕府直参に取り立てられ15，
                                                                                                                                                
であるとともに蘭方医であり，『蘭学実験』全 3 巻(巻 1，2：弘化 4〈1847〉年，巻 3：嘉
永元(1848)年)を公刊している．また，充の次男である春渓(生没不詳)は神田よりも先に伊
東玄朴に入門しており，神田の儒学の師である安積艮斎はペリー来航時の国書の翻訳やプ
チャーチン(Евфимий Васильевич Путятин：1800 年‐1883 年)が持参したロシア国書
への返信起草に加わるなど，欧米の語学や諸事情に長じている．このような知的環境もま
た彼が蘭学の道へと進む契機となったと考えることができる． 











では安政 4(1857)年より日新館で山本覚馬(文政 11〈1828〉年‐明治 25〈1892〉年)が西洋
式の砲術を講義するとともに，同家の軍制の西洋化を図ろうと精力的に活動している．神
田が会津松平家に招かれたのもまさにこの時期である． 









最終的に慶応 4(1868)年 6 月に蕃書調所の後身である開成所の御用係にまで昇進した16． 
だが，神田が開成所の御用掛に就任したのは，徳川慶喜(天保 8〈1837〉年‐大正 2〈1913〉
年)の水戸への退去と江戸開城(ともに慶應 4〈1868〉年 4 月 11 日)よりも後のことである．




〈1897〉年)，津田真道(文政 12〈1829〉年―明治 36 年〈1903〉年)は幕府の官僚へと昇
進していたが17，神田はこれに登用されることがなかった．このような人事に対する不満




年)は地租改正の契機となり，兵庫県令(在任期間：明治 4〈1871〉年 11 月‐明治 9〈1876〉























20 その後，明治元(1868)年 10 月に加藤が，明治 2(1869)年に津田が，明治 3(1870)年に西
が明治政府へと出仕する． 
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一：出版年不明25，巻二，巻三：ともに明治 3〈1870〉年，巻四：明治 4 年)を公刊し，さ
                                                  
21 『經濟小學』はウィリアム・エリス(William Ellis：1800‐1881)の Outlines of Social 
Economy(2nd ed：1850)のオランダ語訳，H. Hooft Graafland, Grondtrekken der 
Staatshuishoudkunde(1852)の重訳である．同書は福澤による William and Robert 
Chambers (eds.)，Chambers’s Educational Course. Political Economy for Use in Schools, 




23 『星學圖説』はスミス(Asa Smith：生没不詳)の Smith’s Illustrated Astronomy(1848)
の翻訳で，天文学にかんする｢初等学校の教科書｣(吉野[1927]1995，210)である． 



















                                                  
26 神田は人類學會が創立されたときのオリジナルメンバーで，この学会の機関誌である
『人類學會報告』(第 5 号より『東京人類學會報告』)の第 1 号から第 7 号までは彼の名が
「編輯幷出版人」として，第 8 号から第 16 号までは「持主兼印刷人」として，第 17 号か
ら第 36 号までは「會長」として記載されている．神田がこの学会の会長に就任したのは
明治 20(1887)年 7 月 10 日で，病気を理由にこの職を辞することが認められたのは明治
22(1889)年 3 月 10 日である．  
27 『農商辨』は「当時学友の間に見せ其間転々伝写された｣(吉野[1927]1995，205)もので，









28 神田が『農商辨』を執筆した西暦をこれまでの研究は 1861 年としていた．これは同書
の末尾に「辛酉窮冬神田孝平述｣(神田[1862]1879，28)と記されていることからの判断であ
る．「辛酉｣とは文久元年のことであり，また「窮冬｣とは旧暦の 12 月の別名であり，文久
元年と西暦とを対照した場合，この年はほぼ 1861 年と対応している．ところが，12 月は
1 日が西暦の 1861 年 12 月 31 日に対応するのみで，それ以外はすべて 1862 年 1 月に属
する．また，吉野作造は，彼が所蔵していた『農商辨』の写本のひとつに「立派に先生〔神



























                                                                                                                                                












































神田の政治・経済論については，彼が｢自由主義的経済学者｣であるエリス37の Outlines of 
Social Economy を重訳して『經濟小學』として出版したこと，議会制度の導入を幕末の段







































 本稿は，1860 年代初頭から 1870 年代半ばにかけての，神田の論著，建議書などの検討
                                                  
38 神田と木戸との関係は本稿第 7 章を参照のこと． 



















本稿が具体的に検討をおこなうのは次のような点である．第 1 章では，1860 年代初頭
から 1870 年代半ばまでに神田が執筆した政治・経済論を考察することで，彼は幕末・明
治初期において支配的であった｢愚民｣観を有していなかったことを明らかにする． 






第 4 章から第 6 章では神田の経済論に関心を向ける．第 4 章は，神田が幕末に執筆した
『農商辨』における彼の主張は，江戸時代の経済思想を発展的に継承したものである一方
で，この時代には見られなかった｢民｣を自立した経済の担い手として捉える新たな視点を
                                                  
40 具体的な内容は本稿第 5 章を参照のこと． 
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1 明治 6(1873)年，神田は「明治 6 年兵庫縣 487 号｣によって兵庫県下に｢町村會｣，｢區會｣，
｢縣會｣の順で｢民會｣を開設していくことを通達している．この通達は最初に開設する｢町村
會｣の規則を定めており，翌年の「明治 7 年兵庫縣 194 号｣で｢區會｣，さらに翌々年の「明
治 8 年兵庫縣無号｣で｢縣會｣にかんする規則を制定している．なお，神田による兵庫県下










































































































の砲台建設に 75 万両，軍艦・船舶の購入費用に 333 万 6 千ドルを費やした． 

































                                                  

























                                                  
12 このような神田の考えは『孟子』巻第 2，｢梁恵王章句｣下の 8 章，10 章，11 章などで
展開される｢易姓革命｣の思想に着想を得た可能性がある．なお，『農商辨』では｢孟子ニ龍
斷ヲ私ス云々，從フテ之ヲ征ス｣(神田[1862]1879，10)という，『孟子』巻第四，｢公孫丑章
句｣下の第 10 章に依拠した記述がある． 


































                                                  
14 『農商辨』では国内経済に限った場合は「商｣は経済活動を通じて「三千金ノ利｣を獲得
し，外国貿易が開始されれば「商｣の「利｣は「際限｣なく増加する(神田[1862]1879，3)，


























し表紙の記述どおりであれば『西洋雑誌』巻四は｢慶応 4 年 1 月｣に発行されるはずである






が第 45 号で佐幕的であるとのことで発行禁止となり，翌明治 2(1869)年から再度発刊され
たことと同様のケースと考えることができる．そのため，『西洋雑誌』巻四の発行は『中外
新聞』の発行が禁止された時期までのあいだと考えることができる．それゆえ，本稿では｢褒
功私説｣の公表時期の和元号を｢慶応 4 年｣とする． 






























                                                                                                                                                
洋事情』外編・巻之三(慶應 4〈1868〉年)でこの制度を紹介している．明治 2(1869)年には
公議所で｢新規株式御許相成候仕度議｣が提出され(提出者不明)，同議案の採択が可決して





















































たのが明治 3(1870)年に｢唐華陽｣22の筆名で公表した｢議院考一則｣であった．  
これらの神田の政治体制論は｢衆説｣を政策決定に反映することで｢民心｣を一致させよう
とする構想である．加えて，彼は｢性法｣23に依拠する自らの政治体制についての意見を公







については本稿第 2 章を参照のこと． 
21 神田はこのことを「會議法則案｣(慶応 4〈1868〉年)で示唆している．なお，同案におけ
































































                                                  
25 ただし，江戸における｢地面持｣と農村における｢不動産所有者｣を同一視することはでき
ない．｢地面持｣に相当する｢地主家持｣の総戸数に占める割合は 1880 年代初頭の東京府下
15 区内においても 6.4%に過ぎない(田中 1997，136)．他方で，神田が県令を勤めた兵庫
県の農村における｢不動産所有者｣である｢持高百姓｣の割合は，安政 2(1855)年の花熊村で







ついては第 3 章を参照のこと． 




























































































































































6(1873)年 9 月に陸奥宗光(天保 15〈1844〉年‐明治 30〈1897〉年)に宛てた建議書を提出
した際に，これが『東京日日新聞』と『日新眞事誌』とに公表されると30，地方官からこ
の建議書における｢所得税法｣31は政府が実際に導入を検討している税制なのかという問い





















8(1875)年 6 月 28 日に公布された｢新聞紙条例｣の第 16 条で｢院省使廳ノ許可ヲ經スシテ上
書建白ヲ載スルコトヲ得ス｣(｢明治 8 年太政官布告第 111 号｣)と規定され，さらに同年の 7
月 7 日には｢凡ソ官吏タル者，官報公告ヲ除クノ外，新聞紙・雑誌・雑報等ニ於テ，私ニ










                                                  
32 神田の建議に対して陸奥から回答があったかについては現在のところ判明していない







33 『日新眞事誌』は明治 6(1873)年 12 月 19 日付で兵庫県下における「民會｣の開設とそ
の規則などを通達した「明治 6 年兵庫縣 487 号｣の全文を，明治 7(1874)年 6 月 15 日付で
地方官会議の開催に際して県下の意見を取りまとめることを通達した「明治 7 年兵庫縣
































                                                  











































                                                  
1 本章は南森(2010)をもとに，これに加筆・修正を施して作成している． 




























                                                                                                                                                  
あれハ，臨時にも開くへし．小公議會の議員及會期ハ，これに準して適宜の制を立へし｣(村
田・佐々木[1866]1922，56)との意見を持っていた． 
3 尾佐竹(1925)は山内家(土佐)の坂本龍馬(天保 6〈1835〉年‐慶応 3〈1867〉年)，長岡謙




































































                                                  





























1 月 13 日に｢國家重大事件に付會議致し度候間，盡忠有志の諸君貴賤に不拘，明十四日に
小川町開成所に御入來可被成候｣との廻状を江戸在住の各大名の留守居役に差し出し(開成

































































































その後，神田は慶応 4(1868)年 9 月に維新政府へと出仕し，そこでの合議制機関である











































































































































ことを通達したことは(｢明治 7 年兵庫縣 226 号｣)，｢民選議院｣が開設されていない状況で
も県下の｢不動産所有者｣の意見をできる限り国政へと反映させようとする彼の意思表明と
                                                  


































                                                  




























 明治 4(1871)年 7 月，明治政府は廃藩置県を断行して国内に 3 府 302 県を設置した．こ
のときは藩を県にそのまま置き換えるにとどまり，飛地が多く残存しため，同年 10 月 28
日から 11 月 22 日にかけて，府県を国や郡を単位とする一円的な領域とするための合併・
再編をおこなった．その結果，国内には 3 府 72 県が設けられた．兵庫県2は 11 月 20 日に
県域が定められ，摂津国八部郡・兎原郡・武庫郡・川邊郡・有馬郡と，当分のあいだ，淡
路国津名郡の一部3とを管轄することとなった(｢明治 4 年太政官第 609 号(布告)｣)．また，
同日，神田孝平が県令4に任じられた． 
 明治政府は府県の合併・再編を進めるとともに，府県官の職制(｢明治 4 年太政官第 560
号｣)，職務内容・権限(｢明治 4 年太政官第 623 号(達)｣)なども整備した．それは府県を｢中
央集権国家の統一階層的な統治機構｣(大石 2007，20)へと位置づけるためのものであった．
もっとも，このような改革は廃藩置県が実施される以前からおこなわれていた．そのひと
つに｢戸籍法｣の制定・公布が挙げられる(明治 4〈1871〉年 4 月)．同法により，戸籍編纂
の単位として府・藩・県の管下に｢區｣が設けられ，編纂事業を担当する正，副の｢戸長｣が
                                                  
1 本章は南森(2012)をもとに，これに加筆・修正を施して作成している． 
2 明治 4 年 12 月 27 日(1872 年 2 月 14 日)の｢明治 4 年太政官第 687 号｣により，開港地を
有する兵庫県は 3 府と並ぶ重要拠点とされた．  
3 兵庫県は庚午事変ののち，稲田邦植(安政 2〈1855〉年‐昭和 6〈1931〉年)の知行地で
あった淡路国津名郡 43 村を管轄しており，明治 4(1871)年 10 月には同地を 6 区に区画し
た．しかしながら，同年 11 月 15 日に名東県が成立し，津名郡は同県の管轄となった．「明




4 明治 4(1871)年 10 月 28 日の｢明治 4 年太政官第 560 号｣で府県の長官を「知事｣とし，





年)，赤松則良(天保 12〈1841〉年‐大正 9〈1920〉年)，大久保忠寛に次ぐものである． 
 52
任命された5 (｢明治 4 年太政官第 170 号(布告)｣)．ところが，政府は翌年になると，｢荘屋，
名主，年寄｣などを｢戸長，副戸長｣と改称し，｢土地人民ニ關係スル事件一切ヲ取扱｣わせる
こと(｢明治 5 年太政官第 117 号(布告)｣)，さらに府県の下に行政区画としての｢區｣，｢小區｣





















































慶応 4(1868)1 月 11 日，後の明治政府にとって最初の外交問題である神戸事件が発生し
た．同事件解決のために政府は東久世通禧(天保 4〈1834〉年－明治 45〈1912〉年)を派遣
し，兵庫港の管理運営と周辺の旧幕府領の民政を担当する兵庫仮事務所を設置した．その








後，同事務所は兵庫鎮台(同年 1 月 22 日)，兵庫裁判所(同年 2 月 2 日)と名称を変更してい

















であり，そこには兵庫県のみの独自性があらわれてはいない．彼は明治 5(1872)年 2 月に
                                                  









区・兵庫下岡組，第九区・兵庫北組，第十区・兵庫南組となっている(兵庫県 1880 頃)． 
12 中心地域以外は第十一区～第三十九区・摂津国八部郡，有馬郡，武庫郡，兎原郡，川辺
郡，第三十区～第六十四区・摂津国能勢郡，豊嶋郡，嶋下郡，播磨国美嚢郡・加東郡・多
可郡・印南郡・飾西郡と区画された(兵庫県 1880 頃)． 
13 ただし，第一区・第二区・第六区は戸長 1 名と副戸長 1 名を，第八区は戸長を置かず，
副戸長 1 名を，第九区・第十句は戸長 2 名を，第十七区は戸長 1 名と副戸長 2 名を置くと
















る必要はないとの回答を得る．これを受けて神田は 6 月に県下に｢明治 5 年太政官第 117
号(布告)｣を通達し，その内容の但し書きとして，｢年番｣によって各｢區〔｢戸籍区｣〕｣の取
りまとめをおこなってきた｢戸長〔｢戸籍戸長｣〕｣は｢何番區年番戸長｣と称し，翌年 1 月に
交代を申し出ることを指示した(｢明治 5 年兵庫縣第 105 号｣)． 
これらの兵庫県からの通達は以下で見るようにその後に変更されているため，神田の政
治体制論を実現しようとする施政とは言い難い．彼が自らの政治体制論を兵庫県政に反映




(｢明治 5 年兵庫縣第 110 号｣)．この通達により県内の｢町｣・｢村｣でおこなわれてきた｢入札｣




が，第六区は戸長 2 名と副戸長 1 名を，第七区・第九区は戸長 2 名を，第十三区は戸長 1







についての改革が本格化することになる．明治 5(1872)年 6 月には，兵庫県の中心地域で
ある第一区から第十区を統合によって 3 区に再編し15，｢區｣ごとに｢區｣内を｢総轄｣する｢區

















5 年兵庫縣第 142 号｣)．なお，このときの行政区画の再編は通達文に｢調落｣が散見された































ついての規定を整備した神田は，明治 6(1873)年 11 月 26 日に｢布達｣，｢民會議事章程略｣(以
下｢章程略｣と略記)，｢町村會議事心得｣(以下｢心得｣と略記)から構成される｢明治 6 年兵庫






































































｢6 年 487 号｣が県下に通達された後，各｢町｣・｢村｣では｢民會｣がしだいに開設されてい
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く21．これを受けて，神田は明治 7(1874)年 5 月 8 日に｢明治 7 年兵庫縣 194 号｣により｢區
會議事略則(以下｢略則｣と略記)｣を通達する．｢略則｣では上述の｢布達｣において定められな
かった｢區會｣議員にかんする規定が付け加えられ，議員は各｢町｣・｢村｣より 2 名を選出し，















政府は府県に対して，9 月 10 日より開会すること，伊藤博文を議長とすること，湯島書籍
館を会場とすることなどを達する．これに従って，神田は県下に 8 月 10 日までに県内の
意見を取りまとめるべきことを指示する(｢明治 7 年兵庫縣 275 号｣)．しかし，8 月 17 日，
征台の役の発生などを理由に政府は地方官会議の開催を延期するとした(｢明治 7 年太政官
達第 107 号｣)． 
明治 8(1875)年，大阪会議の結果を受けた木戸孝允は地方官会議の開催を改めて主張し，
この主張は｢立憲政体の詔書｣により具体化することになる．政府は 6 月 20 日から同会議
を開会することを決定し(｢明治 8 年太政官達第 70 号｣)，｢道路堤防橋梁ノ事｣，｢地方警察







の事｣，｢地方民會の事｣，｢貧民救助方法の事｣の 4 つの議案を審議することを通達する (｢明
治 8 年太政官達第 71 号｣)．これを受けた神田は，5 月 12 日，県下に地方官会議に出席す
る旨を示し，前年の通達と同様に自らを｢管内人民の総代理｣であると位置づけ，｢従来設置
の方法を変更廃止する等見込｣がある者は忌憚なく申し出て，｢區會｣にて取りまとめを 5
月 25 日までに提出すべきことを指示した(｢明治 8 年兵庫縣 182 号｣)． 


























































大正 2〈1913〉年)の発言が挙げられる．なお，渡邊の発言の詳細については本章 5 節を参
照のこと． 
26 『地方官会議日誌』によれば，「區戸長ヲ用フルヲ可｣としたのは 39 名で，この内，2
名は「區戸長ヲ可トシ公選ヲ交エントスル者｣で，1 名は「民會開ヘカラス，已ムヲ得サレ
ハ區戸長ヲ用フルモノ｣であった．「公選ヲ可トスルモノ｣は 21 名で，この内，8 名は「公
選ヲ可トシ姑ク區戸長ヲ用フルモノ｣で，1 名は「公選ヲ可トシ今日適度ノ可否ヲ言ハサル
モノ｣であった．また，「半ハ區戸長ヲ用ヒ半ハ公選ヲ用ヒントシ，可否ヲ言ハサルモノ｣
























格化させ，明治 8(1875)年 9 月 21 日に兵庫県下に次のような通達をおこなう．｢町村會｣
や｢區會｣は｢會議｣の手順に慣れてきており，｢縣會｣の開催も現実的な段階となってきた．




を開設するとした地方官会議の決議とは異なるものである．そして，12 月 8 日には｢縣會｣
が開催され，｢町村公借取締の件｣などの 4 議案が審議された． 
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はすべて｢邑會｣の職務であると規定している(『和蘭邑法』第 134 条：神田 1872a，47‐
















邑内人民｣の｢利益｣を｢保守スルノ權｣があり(『和蘭邑法』第 120 条：神田 1872a，43)，『和
蘭州法』では，｢州會｣は｢全州｣と｢州内人民｣とのために，｢政府幷ニ國會｣に対してその｢利
益｣をすることができるとされる(『和蘭州法』第 93 条：神田 1872b，28)．このようにオ
ランダの地方自治法は各行政単位の｢權｣を保障するものではあったが，他方において，政
府には，｢邑｣が定めた｢邑令｣，｢州｣が定めた｢州例｣を禁止，もしくは，施行を見合わせる
ように命ずる権限が与えられた(『和蘭邑法』第 153 条：神田 1872a，52，『和蘭州法』第







と｢公務権｣を持ち，｢直税｣を年間 20 ギルダーから 160 ギルダーを納める 18 歳以上の男子
に与えられる(『和蘭政典』第 76 条：神田 1868c，23)．また，｢州會｣議員は下院議員と同
様(同第 123 条：同上，41)，｢邑會｣議員も｢平民権｣と｢公務権｣を持つことは同じであるが，
｢直税の高は其の半｣であってもよいとされていた(同第 139 条：同上，45)． 
 第 2 に，吏員の任命方法である．神田による兵庫県政では，｢區長｣，｢戸長｣の｢公選｣制
を採用しているが，『和蘭邑法』では，｢邑長ハ政府ノ選任スル｣と定められている(『和蘭
邑法』第 59 条：神田 1872a，23)． 
 第 3 に，｢基礎自治体｣として『和蘭邑法』が規定する｢邑｣と神田の兵庫県政における
｢町｣・｢村｣との人口規模，そこに設置される議決機関の議員定数である．神田は兵庫県の｢基
                                                                                                                                                  
れた使節や，贈遺の受け取り(同第 132 条：同上，39)，道路，公共同屋の構造修理(同第










礎自治体｣に既存の｢町｣・｢村｣を置き(｢明治 5 年兵庫縣 122 号｣)，｢町村會｣の議員定数を人
口 100 人未満の｢町｣・｢村｣では 10 人，そして人口が 100 人増加するごとにこれを 1 名ず
つ増やし，最大で 1000 人以上の｢町｣・｢村｣で 20 人とすると定める(｢明治 6 年兵庫縣 487
号｣)．他方，『和蘭邑法』では，オランダは全国が 11 州に分かたれ，｢州｣のもとには 1,122
の｢邑｣が存在し，1863 年の｢邑｣の人口規模は，最大で 243,304 人，最少で 202 人である
と紹介されている(神田 1872a，凡例)．また，｢邑會｣議員の定数は｢町村會｣のそれよりも

















                                                  
31 『和蘭邑法』では，議員定数を｢邑｣の人口が①3,000 人以下の場合は 7 名，②3,001 人
以上 6,000 人以下の場合は 11 名，③6,001 人以上 10,000 人以下の場合は 13 名，④10,001
人以上 15,000 人以下の場合は 15 人，⑤15,001 人以上 20,000 人以下の場合は 17 人，⑥
20,001 人以上 25,000 人以下の場合は 19 人，⑦25,001 人以上 30,000 人以下の場合は 21
人，⑧30,001 人以上 35,000 人以下の場合は 23 人，⑨35,001 人以上 40,000 人以下の場合
は 25 人，⑩40,001 人以上 45,000 人以下の場合は 27 人，⑪45,001 人以上 50,000 人以下
の場合は 29 人，⑫50,001 人以上 60,000 人以下の場合は 31 人，⑬60,001 人以上 70,000
人以下の場合は 33 人，⑭70,001 人以上 80,000 人以下の場合は 35 人，⑮80,001 人以上
100,000 人以下の場合は 37 人，⑯100,001 以上の場合は 39 名と定めている(『和蘭邑法』
























































































































 神田孝平はウィリアム・エリスの Outlines of Social Economy(2nd ed：1850)を，その

























































































































































                                                  
6 神田は国内に製造業がなくとも中継貿易によって商人は栄えることができると考える．
なおこの点については，本章のⅢ節を参照 のこと． 























































































































とえば付加価値は 500 であろう．工業では 1,000 が原材料費だから付加価値は 1,000 であ
り，商業も同じである．そこに 1 割の課税をして，どうして商業のみか 300 がとれるのか，
いささか腑に落ちない｣(同上，132)と神田の理論に疑問点があることを指摘する．いま，
これを図示すると，図 2 のようになる． 
 これに対して奥田(2001)は，神田が農工商の関係を述べた箇所については，大島らと同
様 に｢付加価値｣が発生するとの見解を踏襲しながらも，｢〔付加価値に対する課税であれ































































































                                                  
11 ｢商法｣という用語は 9 箇所に用いられているが，これらを順に列挙すれば，以下のとお
りになる． 
① ｢江州ノ商人日本國中到ラザル所ナシ… 他邦ノ人商法ヲ知ラズ，故ニ江州ノ商人，其


























(神田 [1862] 1879, 13－14)，と述べていることを根拠として，｢封建的武門をして商業・




























































































































































を争う｣(本多 1798 c [1970]，34)と述べたのは，彼の｢姦商｣観の一例である．つまり，彼
は｢〔商業の〕擡頭の現実を充分に評価しながら，商業資本そのものに対しては極めて批判
的｣であった(塚谷 1970 b，441)． 
15 外国人は｢商法専ら信義に基き礼律を守｣るのに対し，｢本朝商人｣は｢狡弄 瞞獪のみ｣で




















[1798 b] 1970, 101)として工業についても奨励策を講じることを説く．このような考えは
先に挙げた橋本や横井にもみられるものである18．これに対して神田の産業奨励策は輸出
品の原材料を供給する農業への租税を減じ，これによって農民の耕作意欲を増加させるこ

















































































































































財政基盤を上述のように確立していった政府ではあるが，慶應 4(1868)年 8 月 7 日に政
府は｢新法｣の将来的な創設を示唆するものの，｢一兩年｣は｢舊慣｣に基づいて租税を徴収す












                                                  
6 明治初期の財政政策については神長倉(1943)，坂入(1988)を参照のこと． 
























ば，明治 2(1869)年 8 月には高崎藩の農民が隣接する岩鼻県よりも租税負担が重いことを





                                                  
9 検地による農政改革の一例として水戸徳川家における天保期の改革を挙げることができる．












11 当時，熊本藩は豊後国に 2 万石の飛び地を領有しており，日田県は「いたるところが熊本藩
領と境を接して｣(豊田・加藤・末広 1986，35)いた． 
12 政府は明治 2(1869)年 7 月に府・県が｢私ニ租税ノ定額ヲ改革シ，又ハ蠲除スル等｣を厳禁し，
｢舊慣不當｣や｢天災禍亂｣が生じた場合は大蔵省に裁定を委ねるべきことを通達している(「明治
2 年第 675 号｣)．そのため，大蔵大輔と民部大輔とを兼任していた大隈重信(天保 9〈1838〉年












ものが見受けられる．たとえば，森金之丞14 (後の有礼：弘化 4〈1847〉年－明治 22〈1889〉
年)は納税方法を改革すべきことを，また帆足龍吉15 (生没不詳)，加藤弘蔵16 (後の弘之)，




                                                                                                                                                  


























































































































































                                                  
23 『田税新法』における，納税金額の算定式は次のようになる． 
Ｘ＝沽券高 






























格化する．まず，明治 5(1872)年 2 月に｢明治 5 年太政官第 50 号(布告)｣で土地の売買が許
可され，これに伴う｢明治 5 年大蔵省第 25 号｣で土地売買がおこなわれるごとに当該土地























                                                  
25 「地價取調規則｣第十二條で提示された地価の算定式は次のようなものである． 
【仮定】耕地：反別 1 町歩，収穫石高：10 石 
(1-1)従来の租税制度のもと 
貢租＋作徳＝52 円 50 銭，全益：42 円，地価算定式：42 円×10＝420 円 
(1-2)将来，税制改革をおこなった後 
地価 420 円，租税額 12 円 60 銭(「原價ノ百分ノ三｣)，所持主の益金 29 円 40 銭，地価算定式：
入札高 29 円 40 銭×10＝294 円，外金 12 円 60 銭，元金 294 円＋126 円＝420 円 
(2)従来の租税制度のもとでの田地 
貢米：7 石(24 円 50 銭)，地価算定式：原價 24 円 50 銭×10＝245 円(諸費 49 円)，残金 245 円
－49 円＝196 円，買入入札直段 224 円，合金 196 円＋224 円＝420 円 
(3)従来の租税制度のもとでの田地，畑地 
10 ヵ年平均収穫金：52 円 50 銭(諸費 10 円 50 銭)，残金：42 円，原價 42 円×10＝420 円 
(4)小作地 
貢米：7 石(24 円 50 銭)，小作米代金：28 円，合金：52 円 50 銭(諸費 10 円 50 銭)，残金：42
円，原價 42 円×10＝420 円 
(5)4 公 6 民の場合 
貢米：6 石(21 円)，作徳米：9 石(31 円 50 銭)，合金：52 円 50 銭(諸費 10 円 50 銭)，残金：42
円，原價 42 円×10＝420 円 
26 「地方官心得｣第 12 章で提示された地価の算定式は次のようなものである． 
(1)自作地 【仮定】収穫米：1 石 6 斗，米価：1 石=3 円，収穫：4 円 80 銭 
        種籾肥代：収穫の 1 割 5 分，村入費：地租の 1/3，地租：地価の 3/100，
利率：6 分 
   【算定式】(
(
収穫


























(2)小作地 【仮定】小作米：1 石 8 升 8 合，米価：1 石=3 円，小作料：3 円 26 銭 4 厘 





















                                                                                                                                                  
     【算定式】(小作料




















27 たとえば，「地方官心得｣第 17 章では「今收穫ヲ量ルニ一郡一村中ニ古撿新撿其他間竿ニ長
短アリ區々入交リタル地ハ一歩ノ收獲ニ多少ノ差アルヲ以テ右様ノ地ヲ撿査スルノ際彼此混同
セサル様注意スヘシ｣と定められた(明治 6 年太政官布告第 272 号・別冊｢地方官心得｣)． 
28 実際の改正事業についての経費は，地租改正事務局が 672,278円 77銭 9厘(松方[1882]1933，











































































                                                  
31 注 26 で述べたように，「地方官心得｣第 12 章では，地主が小作地から得る小作料は 3 円 26
銭 4 厘であり，同地の租税額は 1 円 22 銭 4 厘(地価の 3%)となる．この収税額を維持するには，






























































































                                                  
















































































































































を図るが，他方では杉亨二(文政 11〈1828〉‐大正 6〈1917〉年)が｢貿易改正論｣(明治 7








                                                  
1 本章は南森(2008a)をもとに，これに加筆・修正を施して作成した． 
2 津田の論文に対する反響は他誌にもおよび，『民間雑誌』に牛場卓蔵（嘉永 3〈1850〉‐


































































































































































































































































9 神田は，「明治六年貿易表｣により「輸出入差｣で 803 万 6,532 円 226，「申年政表｣により






























                                                                                                                                                  
歳計表｣より「外國在留公使領事ノ費｣で 36 万 3235 円，「外國債ノ年賦及ヒ利息｣で 357

























































































































































































明治 9(1876)年 9 月 3 日，神田孝平は兵庫県令の職から｢元老院議官ニ榮轉｣し(神田乃武








其本任｣の県に｢本籍ヲ定｣める(｢明治 9 年太政官達第 75 号｣)，との規定に従って明治







                                                  
1 神田は元老院議官への就任が決まったと同時に｢年給四千圓｣を｢下賜｣されている(大塚
1928，53)． 






3 この役職には柳原前光(嘉永 3〈1850〉年‐明治 27〈1894〉年)，福原美静(天保 2〈1831〉
年‐明治 40〈1907〉年)，細川潤次郎(天保 5〈1834〉年‐大正 12〈1923〉年)，中島信行
















                                                  
4 神田の後任は薩摩出身の森岡昌純(天保 4〈1834〉年－明治 31〈1898〉年)である(在任期
間：明治 9〈1876〉年 9 月 9 日‐明治 18〈1886〉年 4 月 7 日，ただし県令となったのは
































































抱き続けられるもので，それゆえに慶応 4(1868)年 3 月には，天皇が｢公卿｣・｢諸侯｣・｢百
官｣を率いて｢国是之確定｣を｢誓明｣して，これを｢天下之衆庶｣に知らしめるべきことを建議
する(木戸[1868]1931，34)．この｢誓明｣の草案は直後に木戸によって作成され，｢五箇条の






































































































                                                  
7 木戸のもとに明治 8(1875)年 6 月 8 日に久保断三(長州出身，度会県権令：天保 3〈1832〉
年‐明治 11〈1878〉年)，12 日に藤井勉三(長州出身，広島県権令：生没不詳)，14 日に久
保，中野梧一(旧幕臣，山口県令：天保 13〈1842〉年‐明治 16〈1883〉年)，三吉周亮(長











8 当時，青森県令であった盬谷良翰(天保 6〈1835〉年‐大正 12〈1924〉年)はのちに木戸
の行動を「議事の前各幹事其外粒立ちやかましそうなるものを豫め自邸に招き議案の賛成
を求め又不審するものには是を開設し是を承諾せしめ置｣こうとするものであったと評す





される日記で，神田の名前が出るのは上述した 6 月 16 日の日記のみで，しかも神田に対


























                                                  
9 ここで木戸が言う「憲法｣，「規則｣は「明治 7 年太政官達第 58 号｣で定められ，その後











































相違の第 4 点である． 












選出されている．出席した地方官は 60 名(全地方官数は 62 で，初日は 2 名が欠席)であり，
彼のみが過半数の票を獲得している11．神田が地方官たちの人気を集めたのは，自らがお
こなう県政の内容をしばしば『日新眞事誌』誌上に公開し12，同誌や『明六雑誌』で自ら
                                                  
11 得票数 2 位で幹事に選出された中島信行(神奈川県令)の獲得票数は 21 票，同 3 位で同
じく幹事に選出された柴原和(千葉県令：天保 3〈1832〉年‐明治 32〈1899〉年)の獲得票
数は 17 票である． 
12 すでに第 1 章でも触れたが，『日新眞事誌』は明治 6(1873)年 12 月 19 日付で兵庫県下
における「民會｣の開設とその規則などを通達した「明治 6 年兵庫縣 487 号｣の全文を，明
治 7(1874)年 6月 15日付で地方官会議の開催に際して県下の意見を取りまとめることを通




















もまた青江秀(天保 5〈1834〉年‐明治 23〈1890〉年)や山県篤蔵(天保 8〈1837〉年‐明
治 39〈1906〉年)を支援して明治 4(1871)年 5 月に『新聞雑誌』を創刊させている．ただ
し，その後，木戸の新聞に対する考えは微妙に変化することになる．というのは，政府内
部の情報が新聞によって広まることで世論が紛糾し，これにより政府に対する不信が強ま



































                                                  







結局，地方官会議の会期中である 6 月 28 日に｢明治 8 年太政官布告第 110 号｣として｢讒
謗律｣が，｢明治 8 年太政官布告第 111 号｣として｢新聞紙条例｣が公布され，政府による新
聞への規制が強化される．前者では｢官吏ノ職務ニ關シ讒毀スル者｣(第 4 条：｢明治 8 年太
政官布告第 110 号｣)へ，また後者では｢政府ヲ變壞シ國家ヲ顚覆スルノ論ヲ載セ騒亂ヲ煽起
セントスル者｣(第 13条：｢明治 8年太政官布告第 111号｣)への罰則が具体的に定められる．
この 2 つの法が制定されたことで政府による新聞・雑誌に対する規制が本格化した14． 
｢新聞紙条例｣は他にも｢院省使廳ノ許可ヲ經スシテ上書建白ヲ載スル｣ことも禁止する
(第 16 条：｢明治 8 年太政官布告第 111 号｣)．この条文は神田の思想家としての活動を大き
く妨げることになる．というのは，これまでみてきたように神田が公表した論文の多くは
建議書を下敷きにしたもので，この｢条例｣が拡大解釈されれば神田は罰則を科せられるこ
とになるからである．さらに 7 月 7 日には｢凡ソ官吏タル者，官報公告ヲ除クノ外，新聞
紙・雑誌・雑報等ニ於テ，私ニ一切ノ政務ヲ叙述スルコト不相成候條，此旨相達候事｣(｢明














                                                  
14 政府による新聞への規制は明治 6(1873)年の｢新聞紙発行条目｣(明治 6 年太政官布告第
352 号)より開始される．この影響については稲田雅洋(2000)を参照のこと． 




















































































続く，第 5 章と第 6 章は『農商辨』における自らの主張を神田が明治維新の後にどのよ
うに展開したかに焦点を当てた．第 5 章は神田による地租改正についての建議である｢税



















































年 6 月 28 日に｢明治 8 年太政官布告第 110 号(｢讒謗律｣)｣，｢明治 8 年太政官布告第 111 号
(｢新聞紙条例｣)｣が公布され，7 月 7 日に官吏が｢新聞紙・雑誌・雑報｣で｢政務｣についての
叙述を禁止する通達されたことで(｢明治 8 年太政官達第 119 号｣)，官僚である彼の発言に
対しては政府による規制が加えられることになった．また，明治 9(1876)年 9 月に，兵庫
県令から元老院議官に転任したことで，改革を主導する官僚としての地位をも失った．第
7 章では以上のような検討を通じて，神田が優れた官僚，洋学者，思想家であったにもか










していた．明治 7(1874)年には，発行号数 25 号，発行冊数 105,948 冊，販売冊数 80,127
冊(1 号あたり 3,205 冊)に達したこの雑誌は，当時の日本の思想に大きな影響を与えていた．
だが，明治 8(1875)年 11 月に刊行した第 43 号をもって停止している1．これを提案したの












 ｢明治 8 年太政官布告第 110 号｣，｢明治 8 年太政官布告第 111 号｣が公布，｢明治 8 年太





























































































ある．また彼は明治 30(1897)年に J．N．ケインズ(John Neville Keynes：1851‐1949)







流の嚆矢となったのは，林董(嘉永 3〈1850〉年‐大正 2〈1913〉年)が J．S．ミルの Principles 
of Political Economy with some of their application to social phirosophy(1848)を『彌児
氏経済論』(全 6 巻：明治 8〈1875〉年‐明治 15〈1882〉年)として公刊したことである．
その後，スミス(Adam Smith：1723‐1790)の An Inquiry into the Nature and Cause of 
the Wealth of Nations(1776)を石川暎作(安政 5〈1858〉年‐明治 19〈1886〉年)が『富國
論』(全 3 巻，ただし 3 巻は嵯峨正作との共訳：明治 17〈1884〉年‐明治 21〈1888〉年)
として，リストの(Friedrich List：1789‐1846)の Das nationale System der politischen 
Oekonomie(1841)を同書の英訳版である The National System of Political Economy 
















































                                                                                                                                                  

















































































































1 明治5年 1872年 不明
1 明治6年 1873年 鳩居堂
1 明治17年 1884年 Kokubunsha
明治19年 1886年 叢書閣 
文久2年 1862年 不明
2 慶応3年 1867年 紀伊國屋源兵衛
2 慶応4年 1868年 紀伊國屋源兵衛
2 明治元年 不明
1 明治2年 1869年 不明
1 明治4年 1871年 紀伊國屋源兵衞
3 明治4年 1871年 紀伊國屋源兵衞
1 明治5年 1872年 文部省
2 明治5年 1872年 文部省



































































1 明治12年 1879年 正榮堂
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